
様式第１（第８条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　環境大臣　殿

地方公共団体の長

平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）
交付申請書

　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）交付要綱第８条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請いたします。

記

１．補助事業の所要額と事業計画
（１）補助金所要額調書　（別紙１－１又は別紙１－２）
（２）事業計画書　　　　（別紙２－１、別紙２－２又は別紙２－３）
（３）歳入歳出予算書（見込書）抜粋（別紙３）
２．補助金交付申請額　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　　　　　　　　円）

 様式第２（第９条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　環境大臣　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公共団体の長
平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）
変更交付申請書

　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）に係る申請の内容を下記のとおり変更したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）交付要綱第９条の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１．変更内容

２．変更理由及び事業に及ぼす影響

（注１）記の２については、具体的に記載すること。

（注２）添付書類は、様式第１のそれぞれに準じて変更部分について作成することとし、補助金所要額調書（別紙１－１又は別紙１－２）の額が変更されるときは、当該変更部分について変更前の額を、変更後の額の上部に（　）書きにより併記すること。

様式第３（第10条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号

平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）
交付決定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公共団体名
　平成　　年　　月　　日付け第　　号で申請のあった平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第６条第１項の規定により、次のとおり交付することに決定したので、同法第８条の規定により通知する。

　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境大臣　　　　　　　印

記

１．補助金交付の対象となる事業は、平成　　年　　月　　日付け第　　号交付申請書の　とおりである。

２．補助金の事業に要する経費及び交付決定額は次の通りである。

　　事業に要する経費　金　　　　　　　　円　交付決定額　金　　　　　　　　　円

　　ただし、事業の内容が変更された場合において、事業に要する経費又は補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。

３．補助対象事業を行う地方公共団体は、適正化法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）及び二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）交付要綱に従わなければならない。

４．この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は、こ　の通知書を受けた日から起算して15日以内とする。

５．補助事業における仕入れに係る消費税等については、交付要綱の定めるところにより、補助金の額の確定又は消費税等の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。
６．この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ当該収入及び支出について証拠書類又は証拠物を、事業完了の翌年から起算して５ヶ年間整備保管しなければならない。

様式第４（第10、13条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号

平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）変更交付決定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公共団体名

　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　　号で交付決定した平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）については、平成　年　月　日付け第　　号の申請に基づき、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）交付要綱第10条（第13条）の規定により、決定の内容の一部を下記のとおり変更することとしたので通知する。

　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境大臣　　　　　　　印

記

１．補助金交付の対象となる事業は、平成　　年　　月　　日付け第　　号交付申請書のとおりである。

２．補助金の事業に要する経費及び交付決定額は次のとおりである。

                                      （                        円）

            事業に要する経費          　金　　　　　　　　　　　円

                                      （                        円）

            交付決定額            金                      円

　　ただし、事業の内容が変更された場合において、事業に要する経費又は補助金の額が変更されるときには、別に通知するところによる。

３．この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は、こ　の通知書を受けた日から起算して15日以内とする。

４．補助事業における仕入れに係る所費税等については、交付要綱の定めるところにより、補助金の額の確定又は消費税等の申告後において精算又は返還を行うこととする。

　(注) 額の変更を伴わない場合については、記の２の記載を「補助金の事業に要する経費及び交付決定額には変更ない。」とする。
様式第５（第13条関係）

第　　　　　号

年　　月　　日

環境大臣　殿

　地方公共団体の長

平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）
計画変更承認申請書

　平成　　年　　月　　日付け第　　　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）に係る申請の内容を下記のとおり変更したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）交付要綱第13条の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１．変更内容

２．変更理由及び事業に及ぼす影響

（注）具体的に記載する。

（注１）記の２については、具体的に記載すること。

（注２）添付書類は、様式第１のそれぞれに準じて変更部分について作成することとし、補助金所要額調書（別紙１－１又は別紙１－２）の額が変更されるときは、当該変更部分について変更前の額を、変更後の額の上部に（　）書きにより併記すること。

様式第６（第15条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　環境大臣　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公共団体の長
平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）
補助対象事業中止（廃止）承認申請書

　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）補助対象事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）交付要綱第15条の規定により関係書類を添えて申請します。

記

１．中止（廃止）を必要とする理由

２．中止（廃止）後の措置

（注）中止（廃止）までに実施した事業の内容を記載した書類及び申請時に提出した様式第１の別紙１－１又は別紙１－２を利用し、中止（廃止）前の金額を上段に（　）書きし、中止（廃止）後の金額を下段に記載した書類を添付すること。

様式第７（第16条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　環境大臣　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公共団体の長
平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）
補助対象事業遅延報告書

　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　　　号をもって二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）の交付決定を受けた補助対象事業について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）交付要綱第16条の規定により関係書類を添えて申請します。

記

１．遅延の内容及び原因

２．遅延に対して執った措置

３．遅延等が補助対象事業に及ぼす影響

４．事業の遂行及び完了の予定

（注）事業の進捗状況を示した計画表を当初と変更後を対比のうえ作成し、添付すること。
 様式第８（第18 条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　環境大臣　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公共団体の長
平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）
実績報告書

　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　　　号で二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）の交付決定を受けた補助対象事業に係る実績について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）交付要綱第18条の規定に基づき下記のとおり報告します。

記

１．補助金精算額　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円也

　（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　　　　円）
２．事業の実施期間

　　　　　事業開始　平成　　年　　月　　日

　　　　　事業終了　平成　　年　　月　　日

３．事業実施報告書（別紙２－１、別紙２－２又は別紙２－３）
４．歳入歳出決算書（見込書）抜粋（別紙３）
５．補助金精算額調書（別紙４－１又は別紙４－２）
６．添付資料

　　事業の実績を示す資料

（１）補助対象経費に係る請求書又は領収書の写

（２）活動の状況等、事業の実施状況を示す写真（指導状況、研修会の開催)など
 様式第９(第19条関係)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）
交付額確定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公共団体名
  平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　　号をもって交付決定した平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）については、平成　　年　　月　　日付け第　　　　号による実績報告書に基づき、交付額を金　　　　　　　　円に確定したので通知する。

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境大臣　　　　　　　　印

様式第10(第20条関係)

第　　　　　号

年　　月　　日

　　環境大臣　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公共団体の長
平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）
精算払(概算払)請求書

　平成　年　月　日付け環政計発第　　　　号で交付決定を受けた平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）の精算払(概算払)を受けたいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）交付要綱第20条の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記

１．請求金額
　　　金　　　　　　　　　　　　　円

２．請求内訳

（精算払の場合）

	交付決定額
	補助金確定額(A)
	概算払受領済額(B)
	差引請求額(A)-(B)

	円
	円
	円
	円

	
	
	
	


（概算払の場合）





	交付決定額(A)
	概算払受領済額(B)
	今回請求額(C)
	残額(A)-(B)-(C)

	円
	円
	円
	円

	
	
	
	


（振込先）

	金融機関名
	支店名
	預金種別

	
	
	

	口座番号
	口座名義・住所

	
	


注）口座名義及び住所には、フリガナを付すこと。 
様式第11(第23条関係)
番　　　　　号
年　　月　　日
　環境大臣　　殿
地方公共団体の長
平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域低炭素化案件形成支援事業）交付要綱第23条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１．補助金額（要綱第19条第１項による額の確定額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２．消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

　額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（注）別紙として積算の内容を添付すること。
